
～課題～

京都府舞鶴市（一般市）

【照会先】生活支援相談課 ０７７３-６６-５００１

就労準備支援事業

人口 ７７,３５５人 保護率 １.１５％

新規相談受付件数（人口10万人当たり） ５０／月

プラン作成件数（人口10万人当たり） ６１／月

就労支援対象者数（人口10万人当たり） １４／月

就労・増収率（％） ９７．８％

任意事業等の実施状況

支援会議 就労準備 家計改善 シェルター 地域居住 子ども

× ○ ○ × × ○

１．基本情報

２．支援状況

３．事業の概要等

実施方法

通年で事業を委託（被保護者向け事業と一体）の他、発展的に
短期間の事業を委託する場合有
通年委託先：①一般社団法人京都自立就労サポートセンター

②ＮＰＯ法人ニュートラル

事業概要

ひきこもりや社会性の欠如など社会生活面で課題があり、直ち
に就労することが難しい方を対象に事業を実施。
・週１、２回実施
※①の法人は３ヶ月を１クールとして実施

・就労準備支援担当者を複数名配置
・自立に向けて、「日常生活」「社会生活」「就労」の領域に
分けたプログラムを実施。
・社会人基礎力講座、ＰＣを使用した事務作業、ものづくり、
職場体験 等

事業費 ５,８３０千円

４．事業の実施経過（令和５年５月１日現在）

（令和３年度）

（令和５年度）

（令和５年度（予定））

【課題別分類】①

※令和５年４月３０日現在

≪平成２７年４月 生活困窮者自立支援法施行≫

就労に向けた訓練として従来から高等技術専門校等があったが、現在の就労
準備事業にあたる事業がなく、就労に向けた準備や訓練等を行う機会が少ないた
め、なかなか就労又は安定して継続就労に結びつかない等の課題があった。

≪平成２５年１２月 生活困窮者自立支援法成立≫開

始

前
～庁外・庁内との調整～

・法律が成立したことにより、具体的にどのような形で実施するか検討を重ね、
結果、中丹３市と京都府の共同事業として就労準備支援業を実施することにな
る。
・協議を重ねる中、財政部局に予算要求をするに当たり、事業の必要性及び財源
はもとより、共同事業で実施することや事業の成果として就労に繋がれば保護
費の抑制にも繋がることを説明。

事

業

の

立

ち

上

げ

・

形

成

期

□平成２７年度
~２つの事業所において、事業を実施~

・中丹３市＋京都府の共同事業
・舞鶴市単独で個人農園の協力のもと、農業作業体験を実施（毎日）
※稲作、万願寺甘とう収穫作業等

□平成２８年度
・中丹３市＋京都府の共同事業として(一社)京都自立就労サポートセンター
に委託し、各市町でプログラムを準備

・舞鶴市は「MARIMARI」の名称で実施（週１回）
□平成２９年度
～本年度より舞鶴市単独で事業を実施～
・農業公園ふるるファームにおいて、直営で農福連携事業(3ヶ月・週1回)

・居場所的支援も兼ねた事業をNPO法人ニュートラルに委託し実施
（以降「トラル」として毎年委託）

□平成３０年度
～直営・委託で引き続き事業を単独実施。直営事業の評価を委託～
・ふるるファームや舞夢ボランティア、神崎農園で農福連携



京都府舞鶴市（一般市）

【照会先】生活支援相談課 ０７７３-６６-５００１

就労準備支援事業

４．事業の実施経過（続き）

【課題別分類】①

□平成３１年度（令和元年）
～(一社)京都自立就労サポートセンターに事業を委託開始～
・「Stack」として就労に向けたプログラム

□令和２年度～令和４年度
・「Stack」に加え「Stack LABO」を開設（成功報酬体験事業）
・「トラル」は和楽ハーブ園に事業の場を固定化

□令和５年度～
・「Stack LABO」を統合し、「Stack」として再始動

～事業協議～
・利用者の特性により事業所見学、職場体験、就労基礎講座（座学）、作業実践、
もの作りなど、プログラム策定検討を年度毎（年度当初）に行政と委託先で協議を
行っている。

～選定・契約～
・２事業所とも随意契約で委託

～事業の使い分け～
・就労に近い相談者に対しては「Stack」、就労に向けた意欲の向上を目指す相談者は
居場所的就労準備の「トラル」など、相談者の特性に応じ案内し、体験や見学を経
て事業を利用してもらっている。

～成功報酬体験～
・作業実践プログラムを取り入れ、成功報酬を得る体験を行っている。

～地域との交流～
・トラルでは、年１回程度、近隣住民等と共同しワークショップや交流会等を開催。

～その他特記事項～
・通年での委託とは別に、短期間の自立就労と自立支援プログラム事業を委託
・対象者によっては、ひきこもり対策の一環として居場所づくりにも活用している。

５．事業実施にあたり

～課題～

・事業内容の目的にも関わらず、就労意欲が無

い又は向上心が見られず、居場所的な形で複

数年に渡り事業を利用している者がいる。

・一部事業で地域住民の活動協力（ボランティ

ア等）を得て成り立っている面があり、今後

の継続的な事業運営に課題を抱えている。

事業のチラシ

現

在


